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（ 2 ）　芝池義一「行政事件訴訟法における『法律上の利益』」法学論叢142巻 3 号1999年10頁。
（ 3）　同 ・ 5 頁。
（ 4）　福井秀夫「行政事件訴訟法10条 1 項による自己の『法律上の利益』に関係ない違法の







このように、 9条 1項における「法律上の利益」と10条 1 項におけるそれと































































































































































































































































（22）　同 ・ 7 ～ 8 頁。




































































































違法性の主張制限―行訴法 10 条 1 項の解釈をめぐり
る主観訴訟と解されるから」という理由で、行訴法10条 1 項の類推適用を認
め、「自己の法律上の利益に関係しない違法事由を主張することはできない」
























このような立場から、この判決は、原子炉等規制法24条 1 号及び 2号につい
ても、原告適格の根拠規定にはならないことを認めた上で、次のようにいう。
（30）　福井地判平成12年 3 月22日判時1727号40頁。






















































理法（以下「法」という） 7条10項 1 号にいう、市町村による一般廃棄物処分
が困難であることという要件違反。（この規定は一般廃棄物処分業を許可する
のは市町村による処分の補完の必要がある場合に限っている規定と解されてい
る。）② Zの所有する処理施設が、法 7条10項 3 号及び法施行規則 2条の 4第
1号イ（ 2）にいう、一般廃棄物を処分に適する施設とはいえないこと。③本





条の 4第 1号イ（ 3）にいう「必要な措置を講じた施設」ではないこと。④ Z
は一般廃棄物の処分を的確に行うに足りる知識及び技能を有するとはいえず、
法 7条10項 3 号及び法施行規則 2条の 4第 1号ロ（ 1）の要件を満たしていな
いこと。⑤ Z は一般廃棄物の処分を的確かつ継続して行うに足りる経理的基
礎を有するとはいえず、法 7条10項 3 号及び法施行規則 2条の 4第 1号ロ
（ 2）の要件を満たしていないこと。⑥ Zは業務に関して不正又は不誠実な行























































①訴外Aの経理的基礎が廃棄物処理法15条の 2第 1項 3号の要件を満たして
いないこと及び②訴外 Aが法15条の 2第 1項 4号が援用する法14条 5 項 2 号










その上で、①について次のような判断を示す。先ず、法15条の 2第 1項 3号







































































違法性の主張制限―行訴法 10 条 1 項の解釈をめぐり
てみぬふりを続けていた。こうした場合に、行政と争う可能性があるのは周辺
住民であり、住民らが不正不誠実要件を主張できないというのは、明らかに事
実判断を大きく誤った解釈といわなければならない。
この事件について、田中孝男は、別訴の民事事件第一審判決でも、「適切な
維持管理を継続するだけの被告の経済的基盤を認めることができない」とされ
ていることを指摘し、この点を許可事務に当たった専門職員が審査しなかった
ことが「厳しく問われているように思われる」と結論している
（38）
。
おわりに
行訴法10条 1 項の主張制限の問題は、そもそも立法当時に、主観訴訟である
以上当然のことを規定しただけのものであって、それ以外に特別な意図はな
かったのではないか。立法当時にこの制限に当たるとして挙げられているの
が、滞納処分の取消訴訟において、担保権者に対する当該公売処分の通知が欠
けていることを違法事由として主張できないとする、「極端な事例」であった
こと
（39）
は、その傍証といえよう。これまでの裁判所の実務が、意図的であったか
どうかは定かではないが、これを行政側に有利になるように、細かな議論や論
理操作をすることによって狭い範囲に押し込めてきたのではないかというの
が、ここまでの論述を終えた時点での筆者の感想である。
取消訴訟が行政の責任で行った判断の妥当性を問うものである以上、原告適
格という関門をクリアした原告は、本人の権利利益とは全く関係のないごく一
部の違法事由を除いて、自由に行政判断の違法性の主張が許されてよいのでは
ないだろうか。そう考えないと、例えば、産廃処理事業者が「業務に関して不
正又は不誠実な行為をするおそれがある」かどうかというような、極めて重要
かつ深刻な問題について行政が不適切な判断をした場合に、これを司法的に争
（38）　田中孝男「判批」速報判例解説〔行政法 no.17〕。
（39）　秋山義昭 ・前掲論文17～18頁、亘理格『公益と行政裁量』2003年289頁。
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い得る者がいないというおかしな状況になってしまう。原告側に主張立証をさ
せた上で、それが違法事由としては十分でないのであれば、裁判所としてこれ
を退ければいいだけのことではないのだろうか。
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